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本
会
な
ど
地
方
六
団
体
は
２
月

８
日
、
道
路
特
定
財
源
の
暫
定
税

率
維
持
を
求
め
、「『
道
路
財
源
の

確
保
』
緊
急
大
会
」
を
東
京
・
憲

政
記
念
館
講
堂
で
開
催
し
た
。

大
会
に
は
自
治
体
関
係
者
約
３

０
０
人
の
ほ
か
、
特
別
来
賓
と
し

て
招
い
た
政
府
・
国
会
関
係
者
８

人
、
一
般
来
賓
の
国
会
議
員
約
３

０
０
人
が
参
加
し
た
。

特
別
来
賓
の
伊
吹
文
明
・
自
民

党
幹
事
長
は
、
あ
い
さ
つ
の
中
で

「
特
定
財
源
の
問
題
は
道
路
の
問

題
に
と
ど
ま
ら
ず
、
地
方
財
政
の

根
幹
に
係
わ
る
問
題
」
と
述
べ
、

暫
定
税
率
の
維
持
を
党
是
と
す
る

自
民
党
へ
の
支
援
を
要
請
し
た
。

次
に
菅
直
人
・
民
主
党
代
表
代

行
は
「
地
方
に
迷
惑
は
か
け
な

い
。
国
直
轄
事
業
の
地
方
負
担
を

廃
止
し
、
地
方
の
自
主
財
源
を
確

保
す
る
」
と
述
べ
、
暫
定
税
率
撤

廃
に
伴
う
代
替
案

を
示
し
た
。

し
か
し
大
会
参

加
者
か
ら
「
同
案

は
事
業
量
の
減
少
に
繋
が
る

の
で
は
な
い
か
」
と
問
わ
れ

る
と
、菅
代
表
代
行
は「
利
権

化
し
て
い
る
国
の
道
路
財
源

を
リ
セ
ッ
ト
す
る
た
め
理
解

し
て
欲
し
い
」と
答
え
、地
方

へ
の
し
わ
寄
せ
が
避
け
ら
れ

な
い
と
の
認
識
を
示
し
た
。

こ
の
ほ
か
大
会
で
は
緊
急

決
議
を
満
場
一
致
で
採
択
し

た
。 採

択
さ
れ
た
決
議
は
、
平
成
２０

年
度
以
降
も
道
路
特
定
財
源
の
暫

定
税
率
を
堅
持
す
る
よ
う
求
め
る

も
の
。
現
行
の
暫
定
税
率
は
、
適

用
期
間
が
本
年
３
月
末
日
で
期
限

切
れ
を
迎
え
る
た
め
、
政
府
が
１０

年
間
の
適
用
期
間
延
長
を
目
指
し

現
在
、
国
会
に
関
連
法
案
を
提
出

し
て
い
る
。
し
か
し
、
ね
じ
れ
国

会
の
影
響
を
受
け
、
同
法
案
の
年

度
内
成
立
が
危
ぶ
ま
れ
て
い
る
。

も
し
３
月
末
日
ま
で
に
同
法
案

が
成
立
し
な
け
れ
ば
、
暫
定
税
率

は
廃
止
と
な
る
。
そ
の
結
果
、
地

方
税
収
は
９
０
０
０
億
円
を
超
え

る
減
額
と
な
り
、
自
治
体
に
よ
る

新
規
道
路
の
着
工
は
お
ろ
か
、
着

工
中
の
道
路
整
備
事
業
を
継
続
す

る
こ
と
す
ら
困
難
と
な
る
。

こ
の
た
め
決
議
で
は
、
地
方
財

政
運
営
へ
の
打
撃
を
排
除
し
、
市

民
に
対
す
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
低

下
を
招
く
こ
と
の
な
い
よ
う
、
道

路
特
定
財
源
関
連
法
案
の
年
度
内

成
立
を
強
く
求
め
て
い
る
�
決
議

文
は
２
面
に
掲
載
。

同
関
連
法
案
の
問
題
に
つ
い
て

は
、
藤
田
会
長
も
冒
頭
の
あ
い
さ

つ
で
触
れ
、
▽
「
国
・
地
方
の
定

期
意
見
交
換
会
」
で
関
係
閣
僚
と

意
見
交
換
（
１
月
２１
日
）
▽
地
方

六
団
体
が
「
道
路
特
定
財
源
確
保

緊
急
対
策
本
部
」
を
設
置
（
１
月

２１
日
）
―
―
な
ど
、
こ
れ
ま
で
の

六
団
体
の
取
り
組
み
を
踏
ま
え
た

う
え
で
、
国
民
生
活
を
守
る
た
め

に
も
同
法
案
の
早
期
成
立
が
必
要

と
の
認
識
を
改
め
て
示
し
た
。

ま
た
会
議
で
は
、
各
委
員
会
委

員
長
ら
の
１９
年
度
活
動
結
果
報
告

の
ほ
か
、
事
務
局
か
ら
本
会
主
催

の
第
４
回
研
究
フ
ォ
ー
ラ
ム
（
平

成
２１
年
度
）
開
催
地
が
金
沢
市
に

決
定
し
た
と
報
告
が
あ
っ
た
。

当
日
は
、
二
之
湯
智
・
総
務
大

臣
政
務
官
が
総
務
相
の
あ
い
さ
つ

を
代
読
し
た
ほ
か
、
瀧
野
欣
彌
・

総
務
事
務
次
官
が
「
平
成
２０
年
度

に
お
け
る
地
方
行
財
政
の
諸
問

題
」
と
題
し
講
演
し
た
。

続
い
て
丹
羽
宇
一
郎
・
地
方
分

権
改
革
推
進
委
員
長
が
、
同
委
員

会
に
よ
る
「
中
間
的
な
と
り
ま
と

め
」
に
つ
い
て
説
明
し
た
の
ち
、

今
後
の
取
り
組
み
に
も
触
れ
、
分

権
改
革
を
日
本
再
生
の
起
爆
剤
に

し
た
い
と
決
意
を
語
っ
た
。
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道道路路特特定定財財源源のの確確保保をを
本会評議員会で決議

全
国
市
議
会
議
長
会
（
会
長
�
藤
田
�
之
・
広
島
市
議
会
議
長
）

は
２
月
７
日
、
東
京
・
都
市
セ
ン
タ
ー
会
館
で
第
８４
回
評
議
員
会
を

開
き
、
「
道
路
特
定
財
源
の
確
保
に
関
す
る
緊
急
決
議
」
を
採
択
し

た
ほ
か
、
本
会
の
２０
年
度
一
般
会
計
な
ど
の
予
算
を
決
定
し
た
。

地
方
六
団
体
が
緊
急
大
会

暫
定
税
率
の
維
持
求
め
る

評議員会であいさつする藤田会長

緊急決議案を読み上げる藤田会長（右）

（１） 平成２０年２月１５日 第１６７９号
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地
方
六
団
体
の
代
表
は
２
月
８

日
、
道
路
特
定
財
源
の
暫
定
税
率

維
持
に
対
す
る
国
民
の
理
解
を
求

め
る
た
め
、
東
京
・
新
宿
駅
東
口

の
新
宿
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
ス
ク
エ
ア

で
街
頭
活
動
を
行
っ
た
。

街
頭
活
動
を
行
っ
た
の
は
、
本

会
副
会
長
の
鎌
田
基
志
・
高
松
市

議
会
議
長
ら
１１
人
。
鎌
田
副
会
長

は
道
行
く
人
に
、
地
方
の
立
ち
遅

れ
て
い
る
イ
ン
フ
ラ
整
備
の
現
状

と
合
わ
せ
、
地
方
居
住
者
に
と
っ

て
暫
定
税
率
の
果
た
す
役
割
が
、

い
か
に
大
き
な
も
の
で
あ
る
か
を

訴
え
た
�
下
・
写
真
（
中
央
）
。

ま
た
当
日
は
、
六
団
体
の
主
張

を
解
説
し
た
ビ
ラ
�
左
掲
�
を
用

意
し
た
。
こ
れ
は
、
街
頭
活
動
の

直
前
に
開
催
さ
れ
た
緊
急
大
会
�

１
面
参
照
�
で
採
択
さ
れ
た
決

議
の
内
容
を
簡
素
化
し
た
も
の
。

鎌
田
副
会
長
ほ
か
東
国
原
英
夫
・

宮
崎
県
知
事
ら
街
頭
活
動
参
加
者

が
、
会
場
前
に
集
ま
っ
た
通
行
人

に
手
渡
し
、
暫
定
税
率
の
維
持
に

対
す
る
理
解
を
求
め
た
。

道路特定財源の確保に関する緊急決議

道路整備は、市民生活の利便、安全・安心、地域の
活性化にとって不可欠であり、住民要望も強いものが
ある。
現在、地方においては、高速道路など主要な幹線道
路のネットワーク形成をはじめ、防災対策、通学路の
整備や開かずの踏切対策などの安全対策、さらには救
急医療など市民生活に欠かすことのできない道路整備
を鋭意行っている。
また、橋梁やトンネルなどの道路施設の老朽化が進
んでおり、その維持管理も行わなければならず、その
費用も年々増大している。
こうした中、仮に現行の道路特定財源の暫定税率が
廃止された場合、地方においては約９千億円の税収の
減が生じ、さらに地方道路整備臨時交付金制度も廃止
された場合には、合わせて１兆６千億円規模の減収が
生じることとなる。
こうしたこととなれば、多くの地方自治体では、道
路の新設はもとより、着工中の事業の継続も困難とな
るなど、地方の道路整備は深刻な事態に陥ることにな
る。
さらには、危機的状況にある地方財政運営を直撃し、
教育や福祉といった他の行政サービスの低下など市民
生活にも深刻な影響を及ぼしかねないことにもなる。
よって、国においては、現行の道路特定財源の暫定
税率を堅持し、関連法案を年度内に成立させるよう強
く要望する。
以上、決議する。
平成２０年２月７日 全国市議会議長会

市
議
会
議
員
共
済
会
（
会
長
�

藤
田
�
之
・
広
島
市
議
会
議
長
）

は
２
月
８
日
、
東
京
・
都
市
セ
ン

タ
ー
会
館
で
第
９５
回
代
議
員
会
を

開
き
、
平
成
２０
年
度
事
業
計
画
と

予
算
を
決
定
し
た
。

共
済
会
の
現
況
は
、
会
員
（
議

員
）
２
万
２
１
８
５
人
、
退
職
・

遺
族
両
年
金
の
受
給
者
６
万
３
５

１
３
人
（
い
ず
れ
も
１９
年
１２
月
末

現
在
）
。
１８
年
度
末
に
比
べ
会
員

は
１
９
８
５
人
減
、
受
給
者
は
２

１
１
２
人
増
。
退
職
年
金
受
給
者

が
１
８
０
４
人
増
加
し
て
お
り
、

昨
年
の
統
一
地
方
選
挙
に
伴
う
影

響
が
顕
著
に
表
れ
て
い
る
。

２０
年
度
か
ら
会
員
の
掛
金
率
、

市
町
村
合
併
の
影
響
に
対
す
る
特

例
措
置
分
を
含
め
た
各
市
の
負
担

金
率
は
上
が
る
が
、
年
金
等
の
支

給
に
充
て
る
給
付
経
理
は
２０
年
度

も
赤
字
と
な
る
見
通
し
。

藤
田
会
長
は
あ
い
さ
つ
で
「
年

金
制
度
の
財
政
状
況
は
、
改
正

法
の
施
行
後
に
お
い
て
も
厳
し
い

こ
と
に
変
わ
り
は
な
い
」
と
強

調
。「
共
済
会
の
財
政
の
動
向
を

見
極
め
な
が
ら
適
宜
適
切
に
対
処

し
て
い
く
」と
述
べ
、代
議
員
各

位
の
支
援
と
協
力
を
求
め
た
。

国国民民のの理理解解をを��

２０
年
度
予
算
を
決
定

議
員
共
済
会
が
代
議
員
会

道
路
財
源
の
維
持

街街
頭頭
でで
アア
ピピ
ーー
ルル
六団体

代議員会であいさつする藤田会長

第１６７９号 平成２０年２月１５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



全
国
市
議
会
議
長
会
基
地
協
議

会
は
２
月
６
日
、
東
京
・
砂
防
会

館
で
総
会
を
開
き
、
平
成
２０
年
度

の
運
動
方
針
等
に
つ
い
て
協
議
、

決
定
し
た
ほ
か
、
役
員
の
任
期
満

了
に
伴
う
改
選
を
行
っ
た
。
新
会

長
に
は
原
島
貞
夫
・
福
生
市
議
長

に
変
わ
り
、
松
尾
裕
幸
・
佐
世
保

市
議
長
が
就
任
し
た
。

基
地
関
係
市
町
村
の
行
財
政
運

営
は
基
地
所
在
に
伴
う
特
殊
な
財

政
需
要
の
増
大
等
に
よ
り
大
変
厳

し
い
状
況
に
あ
り
、
基
地
対
策
の

さ
ら
な
る
充
実
が
求
め
ら
れ
る
。

こ
の
た
め
、
運
動
方
針
で
は
▽

基
地
交
付
金
・
調
整
交
付
金
の
所

要
額
確
保
等
▽
基
地
周
辺
対
策
の

充
実
強
化
―
―
な
ど
を
目
標
と

し
、
そ
の
実
現
に
向
け
、
関
係
方

面
に
対
し
強
力
に
要
望
運
動
を
展

開
す
る
こ
と
と
し
た
。

こ
の
ほ
か
総
会
で
は
、
２０
年
度

の
事
業
計
画
や
予
算
な
ど
に
つ
い

て
協
議
、
決
定
し
た
。

当
日
は
、
総
務
省
自
治
税
務
局

の
大
橋
秀
行
・
固
定
資
産
税
課
長

と
防
衛
省
地
方
協
力
局
の
廣
瀬
行

成
・
地
方
協
力
企
画
課
長
か
ら
２０

年
度
の
基
地
関
係
予
算
に
つ
い

て
、
そ
れ
ぞ
れ
報
告
が
あ
っ
た
。

磁
界
規
制
と
は
、
経
済
産
業
省

原
子
力
安
全
・
保
安
院
が
打
ち
出

し
た
も
の
。
送
電
線
や
変
圧
器
な

ど
の
電
力
整
備
周
辺
の
電
磁
波
対

策
の
た
め
で
あ
り
、
周
波
数
５０
ヘ

ル
ツ
の
東
日
本
で
は
１
０
０
マ
イ

ク
ロ
・
テ
ス
ラ
以
下
、
６０
ヘ
ル
ツ

の
西
日
本
で
は
８３
マ
イ
ク
ロ
・
テ

ス
ラ
以
下
に
規
制
す
る
も
の
だ
と

い
う
。

強
い
磁
界
は
人
体
そ
の
も
の
の

神
経
や
筋
肉
を
刺
激
し
、
体
に
違

和
感
を
与
え
る
こ
と
は
知
ら
れ
て

い
る
。
こ
の
た
め
Ｗ
Ｈ
Ｏ
（
世
界

保
健
機
関
）
が
磁
界
の
規
制
を
各

国
に
勧
告
し
た
。
今
回
の
規
制
は

こ
れ
を
受
け
た
も
の
で
あ
り
、
東

日
本
、
西
日
本
と
も
、
そ
の
規
制

値
は
Ｗ
Ｈ
Ｏ
が
推
奨
す
る
国
際
非

電
離
放
射
線
防
護
委
員
会
の
運
営

方
針
に
沿
っ
た
も
の
だ
と
い
う
。

そ
う
な
る
と
、
今
後
、
電
力
設

備
に
大
規
模
補
修
が
施
さ
れ
そ
う

だ
が
、
日
本
国
内
の
ほ
と
ん
ど
の

設
備
は
、
す
で
に
こ
の
規
制
値
を

ク
リ
ア
し
て
い
る
た
め
、
そ
れ
ほ

ど
の
補
修
作
業
に
は
い
た
ら
な
い

と
い
う
見
方
が
多
い
。

電
磁
波
の
体
へ
の
影
響
は
知
ら

れ
て
い
る
が
、
慢
性
的
な
影
響
は

は
っ
き
り
し
て
い
な
い
。
そ
れ
で

も
Ｗ
Ｈ
Ｏ
の
提
案
を
受
け
て
規
制

に
踏
み
切
っ
た
こ
と
は
、
評
価
で

き
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

全
国
自
治
体
病
院
経
営
都
市
議

会
協
議
会
（
会
長
�
岡
田
荘
史
・

長
野
市
議
会
議
長
）は
１
月
３１
日
、

東
京
・
全
国
都
市
会
館
で
正
副
会

長
・
監
事
・
相
談
役
会
議
を
開
き
、

平
成
１９
年
度
の
要
望
運
動
結
果
な

ど
に
つ
い
て
報
告
し
た
。

要
望
運
動
結
果
で
は
、
同
協
議

会
が
重
点
的
に
要
望
し
て
い
た
医

師
確
保
対
策
に
つ
い
て
、
２０
年
度

政
府
予
算
で
大
幅
に
増
額
さ
れ
、

前
年
度
よ
り
６９
億
円
増
の
１
６
１

億
円
と
な
っ
た
こ
と
な
ど
を
報
告

し
た
。

こ
の
ほ
か
会
議
で
は
、
総
務
省

自
治
財
政
局
の
濱
田
省
司
・
地
域

企
業
経
営
企
画
室
長
が
「
公
立
病

院
改
革
」
に
つ
い
て
説
明
。
１９
年

１２
月
に
総
務
省
が
示
し
た
「
公
立

病
院
改
革
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
に
基

づ
き
、
各
自
治
体
は
２０
年
度
内
に

「
公
立
病
院
改
革
プ
ラ
ン
」を
策

定
し
、経
営
健
全
化
に
取
り
組
む

こ
と
な
ど
を
報
告
し
た
。

地
方
六
団
体
や
内
閣
府
ほ
か
、

６５
団
体
で
構
成
さ
れ
る
北
方
領
土

返
還
要
求
運
動
連
絡
協
議
会
の
共

催
に
よ
る
「
北
方
領
土
返
還
要
求

全
国
大
会
」が
２
月

７
日
、東
京
・
九
段

会
館
で
開
か
れ
た
。

大
会
に
は
、
福
田
康
夫
首
相
を

は
じ
め
と
す
る
政
府
関
係
者
、
各

政
党
代
表
な
ど
国
会
関
係
者
、
元

島
民
や
自
治
体
関
係
者
ら
約
１
５

０
０
人
が
参
集
。
こ
の
な
か
、
あ

い
さ
つ
に
立
っ
た
福
田
首
相
は

「（
北
方
四
島
は
）
我
が
国
固
有

の
領
土
」「（
帰
属
問
題
に
つ
い

て
）
引
き
続
き
強
い
意
志
を
も
っ

て
交
渉
を
進
め
て
ま
い
り
ま
す
」

と
述
べ
、
問
題
解
決
へ
の
決
意
を

示
し
た
。

ま
た
大
会
で
は
、
一
刻
も
早
い

四
島
返
還
を
目
指
す
と
と
も
に
、

返
還
要
求
運
動
が
よ
り
大
き
く
広

が
る
よ
う
訴
え
る
「
ア
ピ
ー
ル
」

を
採
択
し
た
。

時の話題 磁
界
規
制

電
磁
波
の
影
響
を
規
制
す
る
？

要
望
結
果
を
報
告

病
院
協
が
役
員
会
開
く

四
島
の
早
期
返
還
を

北
方
領
土
全
国
大
会

基地協
総 会

運
動
方
針
を
決
定

新
会
長
に
佐
世
保
市
議
長

あいさつする岡田会長

松尾裕幸・基地協
新会長（佐世保市）

あ
い
さ
つ
す
る
原
島
会
長

あ
い
さ
つ
す
る
福
田
首
相
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全
国
市
議
会
議
長
会
は
こ
の
ほ
ど
、
各
市
議
会
か
ら
任
意
に
送
ら
れ
た
意
見
書
・
決
議
の
写
し
を
も
と

に
、
１２
月
定
例
会
を
中
心
に
議
決
し
た
意
見
書
・
決
議
の
状
況
を
ま
と
め
た
。
そ
れ
に
よ
る
と
（
上
）
で

は
、
平
成
２０
年
４
月
か
ら
新
た
に
開
始
さ
れ
る
「
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
」
に
つ
い
て
、
制
度
そ
の
も
の

の
見
直
し
を
求
め
る
も
の
が
、
最
多
と
な
っ
て
い
る
。

平
成
１８
年
６
月
に
「
医
療
制
度

改
革
関
連
法
」
が
成
立
し
、
新
た

に
７５
歳
以
上
の
高
齢
者
を
対
象
と

す
る
「
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
」

が
実
施
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

新
制
度
で
は
２０
年
４
月
か
ら
�

７５
歳
以
上
の
す
べ
て
の
高
齢
者
か

ら
保
険
料
を
徴
収
�
窓
口
負
担
は

７５
歳
以
上
が
１
割
負
担
、
７０
〜
７４
歳

は
現
行
の
１
割
か
ら
２
割
に
引
き

上
げ
―
―
な
ど
が
予
定
さ
れ
て
い
た
。

し
か
し
、
福
田
新
内
閣
は
国
民

生
活
に
重
き
を
置
い
た
方
向
の
政

策
が
必
要
と
の
認
識
に
よ
り
、
同

制
度
の
負
担
の
あ
り
方
に
つ
い
て

早
急
に
検
討
す
る
こ
と
を
決
定
。

昨
年
１０
月
に
「
与
党
・
高
齢
者
医

療
制
度
に
関
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

チ
ー
ム（
座
長
�
鈴
木
俊
一
・
自
民

党
社
会
保
障
制
度
調
査
会
長
）」

を
設
置
し
、
検
討
を
重
ね
た
。

そ
の
結
果
、
�
に
つ
い
て
は
、

２０
年
４
月
か
ら
新
た
に
保
険
料
を

負
担
す
る
こ
と
と
な
る
者
の
保
険

料
負
担
は
、
６
カ
月
間
凍
結
し
、

そ
の
後
の
６
カ
月
間
は
９
割
の
軽

減
。
�
に
つ
い
て
は
、
７０
〜
７４
歳

の
医
療
費
自
己
負
担
増
を
１
年
間

凍
結
す
る
―
―
な
ど
の
措
置
を
講

じ
る
こ
と
で
合
意
し
た
。

し
か
し
、
こ
の
「
凍
結
」
に
つ

い
て
は
、「
そ
の
場
し
の
ぎ
で
し

か
な
い
」
と
い
う
声
も
多
く
、
軽

減
措
置
や
激
変
緩
和
措
置
に
と
ど

ま
ら
ず
、
制
度
そ
の
も
の
の
見
直

し
が
必
要
と
の
意
見
も
多
い
。

そ
こ
で
意
見
書
で
は
▽
実
施
を

凍
結
し
全
面
的
に
見
直
し
▽
高
齢

者
の
生
活
実
態
を
反
映
し
た
保
険

料
と
す
る
こ
と
▽
高
齢
者
の
意
見

を
反
映
で
き
る
仕
組
み
と
す
る
こ

と
▽
制
度
の
周
知
徹
底
を
図
る
こ

と
―
―
な
ど
を
求
め
て
い
る
。

▼
議
長

▽
東
近
江

小
林

優（
１０
・
２６
）

▽
上
尾

田
中

守（
１
・
８
）

▽
赤
磐

小
引
美
次（
１
・
１６
）

▽
あ
わ
ら

東
川
継
央（
１
・
２９
）

▼
副
議
長

▽
東
近
江

川
南
博
司（
１０
・
２６
）

▽
上
尾

伊
藤
美
佐
子（
１
・
８
）

▽
岩
沼

飯
塚
悦
男（
１
・
１５
）

▽
あ
わ
ら

向
山
信
博（
１
・
２９
）

▼
事
務
局
長

▽
所
沢

大
�
富
夫（
１
・
１
）

▽
三
豊

大
西
誠
二（
１
・
１
）

▽
平
戸

尾
上
輝
義（
１
・
１
）

議会 「

見
直
し
」が
最
多

１１２２
月月
定定
例例
会会
のの

意意
見見
書書
・・
決決
議議
のの
状状
況況
（上）

意見書・決議の議決状況（上） （１９．１１．１～２０．１．３１）

決 議

【税・財政】 【 ９６】 【 １】
○地方税財源の充実・強化 ４７ １
○地方交付税の復元等地方財源の充実 １３ ―
○固定資産税・都市計画税の軽減措置等の １０ ―
継続
○消費税の引き上げに反対 ８ ―
○その他 １８ ―
【地方行政・議会・選挙】 【 １１】 【 ７】
○地方議会制度の充実強化 ２ ―
○その他 ９ ７
【医療・保健衛生】 【 ３９０】 【 ５】
○後期高齢者医療制度の見直し ９１ ―
○メディカルコントロール体制の充実 ６３ ―
○歯科医療の保険の適用範囲拡大 ６３ ―
○医師・看護師不足の解消 ５１ ―
○助産所の存続 １９ ―
○肝炎問題の早期全面解決 １７ ―
○病院の存続 １２ ２
○療養病床の廃止・削減計画の中止 １０ ―
○医療費の総枠拡大 ９ ―
○特定健診・特定保健指導の抜本的見直し ８ ―
○その他 ４７ ３
【教育・文化】 【 １１６】 【 １０】
○教育予算の確保と充実 ２８ ―
○高校教科書検定における沖縄戦「集団自 ２７ １
決」の正しい記述
○義務教育費国庫負担制度の堅持 １１ ―
○私学助成の充実 １０ ―
○いじめ・不登校対策の施策の充実 ９ ―
○アイヌ民族に関する総合的施策確立のた ８ ―
めの審議機関の設置
○その他 ２３ ９
【農林・水産】 【 １５８】 【 ２】
○日豪ＥＰＡ交渉での農産物重要品目の除 ２４ ―
外
○ＢＳＥ対策の財政措置の継続 ２２ ―
○米価の安定対策の充実 ２２ ―
○品目横断的経営安定対策の見直し １９ ―
○森林・林業・木材関連産業の振興 １４ １
○食品偽装事件の根絶 １３ ―
○産地づくり交付金等の税制特例による一 ９ ―
時所得扱いの継続
○農業政策の見直し ８ ―
○食の安全・安心の確保 ７ ―
○その他 ２０ １
【公害・環境保全】 【 ４６】 【 ５】
○地球温暖化対策の強化 １０ １
○「森林環境税（仮称）」の導入 ９ ―
○トンネルじん肺根絶の抜本的な対策 ９ ―
○その他 １８ ４
【合 計】 【 ８１７】 【 ３０】
【総合計】 【 １６４０】 【 ７２】

意見書件 名

議

会

人

事

後
期
高
齢
者

医
療
制
度
の
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